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業務方法書の一部改正について 

 

１ 業務方法書（平成１６年５月６日通知）                                      （下線部変更） 

新 旧 

（清算対象取引） 
第４条 （略） 
２ 前項に規定する清算対象取引の対象とする有価証券（以下「対象有価

証券」という。）は、清算対象取引の類型ごとに次の各号に掲げる区分

に従い、当該各号に掲げるものとする。 
 （１） 前項第１号に掲げる清算対象取引 

機構の行う株式等振替業（振替法第８条に規定する振替業をいう。）

において取り扱われている有価証券及び機構の行う外国株券等保管

振替決済業務において取り扱われている外国株券等（以下「機構取扱

有価証券」と総称する。）のうち、次のａからｉまでに掲げるもの 
ａ～ｄ （略） 
ｅ  新投資口予約権 
ｆ （略） 
ｇ （略） 
ｈ （略） 
ｉ （略） 

（２） 前項第２号に掲げる清算対象取引 
  機構取扱有価証券のうち、次のａからｈまでに掲げるもの 
   ａ～ｃ （略） 

ｄ  新投資口予約権 
ｅ （略） 
ｆ （略） 

（清算対象取引） 
第４条 （略） 
２ 前項に規定する清算対象取引の対象とする有価証券（以下「対象有価

証券」という。）は、清算対象取引の類型ごとに次の各号に掲げる区分

に従い、当該各号に掲げるものとする。 
 （１） 前項第１号に掲げる清算対象取引 

機構の行う株式等振替業（振替法第８条に規定する振替業をいう。）

において取り扱われている有価証券及び機構の行う外国株券等保管

振替決済業務において取り扱われている外国株券等（以下「機構取扱

有価証券」と総称する。）のうち、次のａからｈまでに掲げるもの 
ａ～ｄ （略） 

（新設） 
ｅ （略） 
ｆ （略） 
ｇ （略） 
ｈ （略） 

（２） 前項第２号に掲げる清算対象取引 
  機構取扱有価証券のうち、次のａからｇまでに掲げるもの 
   ａ～ｃ （略） 

（新設） 
ｄ （略） 
ｅ （略） 
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ｇ （略） 
ｈ （略） 

（３） 前項第３号に掲げる清算対象取引 
機構取扱有価証券のうち、次のａからｉまでに掲げるもの及び機構

取扱有価証券以外の有価証券のうち、次のｊに掲げるもの 

   ａ～ｄ （略） 
ｅ  新投資口予約権 
ｆ （略） 
ｇ （略） 
ｈ （略） 
ｉ （略） 
ｊ （略） 
 

（担保指定証券の預託） 
第５８条 （略） 
２ （略） 
３ 第４５条第３項第１号に規定する担保指定証券残高に係る評価額は、

当該評価額を計算する日の前日における当社が定める時価に当社が定

める率を乗じた額とする。 
４・５ （略） 

ｆ （略） 
ｇ （略） 

（３） 前項第３号に掲げる清算対象取引 
機構取扱有価証券のうち、次のａからｈまでに掲げるもの及び機構

取扱有価証券以外の有価証券のうち、次のｉに掲げるもの 

   ａ～ｄ （略） 
（新設） 

ｅ （略） 
ｆ （略） 
ｇ （略） 
ｈ （略） 
ｉ （略） 

 

（担保指定証券の預託） 

第５８条 （略） 

２ （略） 

３ 第４５条第３項第１号に規定する担保指定証券に係る評価額は、当該

評価額を計算する日の前日における当社が定める時価に当社が定める

率を乗じた額とする。 

４・５ （略） 

 

 

２ 附 則 

  この改正規定は、平成２６年１２月１日から施行する。 
 


